
 

 

 

 

 

 

 

 

 

吸収合併に係る事前開示書面  

（会社法第７９４条第１項及び会社法施行規則第１９１条に定める書面）  

 

 

 

 

 

２０２５年５月２６日  

 

 

 

 

 

メディア総研株式会社  

 

 

 

 

 

 

 

 



２０２５年５月２６日  

 

吸収合併に係る事前開示事項  

 

 当社は、２０２５年４月１８日付でメディア総研イノベーションズ株式

会社との間で締結した吸収合併契約に基づき、２０２５年７月１日を効力

発生日として、当社を吸収合併存続会社、メディア総研イノベーションズ

株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下、「本件吸収合併」とい

います。）を行うことといたしました。  

 本件吸収合併に関する事項は、下記のとおりです。  

 

記  

 

１．  吸収合併契約の内容（会社法第７９４条第１項）  

 ２０２５年４月１８日付で当社とメディア総研イノベーションズ株

式会社が締結した吸収合併契約書は、別紙１のとおりです。  

 

２．  合併対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第１９１条第１号）  

 当社とメディア総研イノベーションズ株式会社は、完全親子会社で

あることから、消滅会社株主に対して当社株式等の一切の対価の交付

はございません。  

 

３．  吸収合併消滅会社の新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法

施行規則第１９１条第２号）  

 該当事項はありません。  

 

４．  計算書類等に関する事項（会社法施行規則第１９１条第３号及び第５

号）  

（１）吸収合併存続会社  

①最終事業年度末日後の日に重要な財産の処分、重大な債務の負担そ

の他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、

その内容  

 該当事項はありません。  

 



（２）吸収合併消滅会社  

①最終事業年度に係る計算書類等の内容  

 メディア総研イノベーションズ株式会社の最終事業年度（２０２

３年８月１日～２０２４年７月３１日）に係る計算書類等は、別紙２

のとおりです。  

②最終事業年度末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等がある

ときは、当該臨時計算書類等の内容  

 該当事項はありません。  

③最終事業年度末日後の日に重要な財産の処分、重大な債務の負担そ

の他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、そ

の内容  

 該当事項はありません。  

 

 

５． 債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則第１９１条第６号） 

 本件吸収合併後の当社の資産の額は、負債の額を十分に上回ること

が見込まれます。  

 また、本件吸収合併後の当社の収益状況及びキャッシュ・フローの

状況について、当社の債務の履行に支障を及ぼすような事態は現在の

ところ予測されておりません。  

 よって、本件吸収合併後における当社の債務について履行の見込み

があると判断いたします。  

 

６． 事前開示の開始日以降、効力が生ずる日までの間に上記事項に変更が

生じたときは、変更後の当該事項（会社法施行規則第１９１条第７号）  

 変更がありましたら、ただちに開示いたします。  

以上  
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第２期 事業報告書 

（令和５年８月１日から令和６年７月 31 日まで） 

 

I. 会社の現況に関する事項 

１. 事業の経過および成果 

 第２期（自 令和５年８月１日 至 令和６年７月 31 日）の事業年度において

は、売上高は 53,257 千円、営業損失は△41,776 千円、経常損失は△41,773 千円、

当期純損失は△41,978 千円となりました。 

 

２. 資金調達等についての状況 

（1）資金調達 

   該当事項はありません。 

（2）設備投資 

   該当事項はありません。 

 

３. 主要な借入先 

該当事項はありません 

 

４. 財産及び損益の状況の推移 

当期および過去の営業成績および財産の状況の推移は次のとおりです。 

（単位：千円） 

 第１期 

令和 5 年 7 月期 

第２期 

令和６年７月期 

売上高 1,428 53,257 

経常損失 △20,046 △41,773 

当期純損失 △20,148 △41,978 

１株当たり当期純損失（円） △50,371.41 △104,946.86 

総資産 24,071 22,756 

純資産 △148 △42,127 

（注）１株当たり当期純損失は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。 
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５. 対処すべき課題 

当社は、高専生採用支援に対する企業ニーズの高まりに的確に応えるべく、サー

ビス認知度の向上と、学校との連携拡大を図ってまいります。 

 

６. 主要な事業内容 

採用、就職に関するコンサルティング業務 

 

７. 主要な営業所及び使用人の状況（令和６年７月 31 日） 

（1）主要な事業所：本社（大阪府大阪市） 

（2）使用人の状況：３名 

 

８. 重要な親会社及び子会社の状況 

（1）親会社の状況 

 当社の親会社はメディア総研株式会社であり、同社は当社の株式を 400 株

（出資比率 100％）保有しています。 

（2）子会社の状況 

   該当事項はありません 

 

II. 会社役員に関する事項 

区分 氏名 兼務する他の会社名 兼務の内容 

取締役 田中 浩二 
メディア総研㈱ 

株式会社アドウィル 

代表取締役社長 

代表取締役社長 

取締役 仲井 文平 － － 

取締役 野本 正生 
メディア総研㈱ 

株式会社アドウィル 

取締役 

取締役 

取締役 田中 海登 株式会社アドウィル 取締役 

取締役 三宅 秀徳 － － 

監査役 谷口 陽子 
メディア総研㈱ 

株式会社アドウィル 

取締役 

監査役 

  （注）三宅秀徳氏は令和 6 年 9 月 30 日をもって辞任。 

  



 

III. 株式に関する事項 

１．発行可能株式総数：1,600 株 

 

２．発行済株式の総数：400 株 

 

３．株主数：１名 

 

４．大株主 

株主名 持株数 持株比率 

メディア総研株式会社 400 株 100％ 

 

IV. 新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

V. その他の会社の状況に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 



（第 2 期）

自　令和 5年 8月 1日

至　令和 6年 7月31日

メディア総研イノベーションズ株式会社

計　算　書　類　



貸 借 対 照 表

令和 6年 7月31日　現在

メディア総研イノベーションズ株式会社 （単位：    円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

【流動資産】      20,730,027 【流動負債】      64,883,696

現 金 及 び 預 金      11,342,407 買 掛 金         132,000

売 掛 金       8,262,151 未 払 金      58,597,656

立 替 金          98,014 未 払 費 用         104,092

前 払 費 用       1,027,345 未 払 法 人 税 等         205,000

未 収 還 付 法 人 税 等             110 未 払 消 費 税 等         555,500

【固定資産】       2,026,364 前 受 金       3,611,668

【投資その他の資産】       2,026,364 預 り 金         983,828

長 期 前 払 費 用       1,290,000 賞 与 引 当 金         693,952

会 員 権         736,364 負 債 の 部 合 計      64,883,696

純 資 産 の 部

【株主資本】     -42,127,305

資 本 金      20,000,000

利 益 剰 余 金     -62,127,305

そ の 他 利 益 剰 余 金     -62,127,305

繰 越 利 益 剰 余 金     -62,127,305

純 資 産 の 部 合 計     -42,127,305

資 産 の 部 合 計      22,756,391 負 債 及 び 純 資 産 合 計      22,756,391



損 益 計 算 書

自　令和 5年 8月 1日
至　令和 6年 7月31日

メディア総研イノベーションズ株式会社 （単位：    円）

科　　　　目 金　　　　額

【売上高】

売 上 高      53,257,188

売 上 高 合 計      53,257,188

【売上原価】

当 期 商 品 仕 入 高       8,280,000

印 刷 費         467,100

会 場 代          19,391

支 払 手 数 料          85,893

食 事 代 等          29,630

外 注 費       1,907,500

合 　 計      10,789,514

売 上 原 価      10,789,514

売 上 総 利 益 金 額      42,467,674

【販売費及び一般管理費】

販売費及び一般管理費合計      84,243,775

営 業 損 失 金 額      41,776,101

【営業外収益】

受 取 利 息             730

雑 収 入           1,628

営 業 外 収 益 合 計           2,358

経 常 損 失 金 額      41,773,743

税 引 前 当 期 純 損 失 金 額      41,773,743

法人税、住民税及び事業税         205,000

当 期 純 損 失 金 額      41,978,743



販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 内 訳 書

自　令和 5年 8月 1日
至　令和 6年 7月31日

メディア総研イノベーションズ株式会社 （単位：    円）

科　　　　目 金　　　　額

役 員 報 酬      31,440,000

給 料 手 当       8,064,949

賞 　 与       1,664,147

賞 与 引 当 金 繰 入 額         693,952

法 定 福 利 費       5,489,060

福 利 厚 生 費          56,720

採 用 教 育 費       4,534,253

広 告 宣 伝 費           7,224

接 待 交 際 費         501,166

会 議 費         412,589

旅 費 交 通 費      13,143,448

通 信 費       2,347,078

消 耗 品 費         701,516

燃 料 費         362,237

水 道 光 熱 費         132,000

諸 会 費         333,568

支 払 手 数 料       6,540,109

地 代 家 賃       3,267,000

賃 借 料          64,195

租 税 公 課          24,564

支 払 報 酬 料       4,154,000

寄 付 金         100,000

長 期 前 払 費 用 償 却         210,000

販売費及び一般管理費合計      84,243,775



株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自　令和 5年 8月 1日
至　令和 6年 7月31日

メディア総研イノベーションズ株式会社 （単位：    円）

【株主資本】

資 本 金 当期首残高      20,000,000

当期末残高      20,000,000

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金 当期首残高     -20,148,562

当期変動額 当期純利益金額     -41,978,743

当期末残高     -62,127,305

利 益 剰 余 金 合 計 当期首残高     -20,148,562

当期変動額     -41,978,743

当期末残高     -62,127,305

株 主 資 本 合 計 当期首残高        -148,562

当期変動額     -41,978,743

当期末残高     -42,127,305

純 資 産 の 部 合 計 当期首残高        -148,562

当期変動額     -41,978,743

当期末残高     -42,127,305



個 別 注 記 表 

自 令和５年８月 1 日 

至 令和６年７月 31 日 

メディア総研イノベーションズ株式会社 

 

重要な会計方針に関する注記 

・引当金の計上基準 

 (1).賞与引当金 

    従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。 

 

・消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。 

 

以  上   




	01_事前開示・存続会社（メディア総研）.pdf
	02_合併契約書（メディア総研株式会社）20250418.pdf
	03_第２期事業報告書メディア総研イノベーションズ.pdf
	04_202407期_計算書類_メディア総研イノベーションズ.pdf
	202407期_計算書類_財務諸表.pdf
	202407期_計算書類_個別注記表.pdf

	05_監査報告書（イノベーションズ）.pdf



